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鹿児島県

（※については例規集登載事項）

ページ

規 則

○鹿児島県職員の通勤手当支給規則の一部を改正する規則（※） （人事課取扱い）１

告 示

○騒音規制法に基づく地域の指定及び規制基準等の設定の一部改正（※）

（環境保全課取扱い）２

○振動規制法に基づく地域の指定及び規制基準等の設定の一部改正（※）

（環境保全課取扱い）２

○騒音に係る環境基準の類型指定の一部改正（※） （環境保全課取扱い）２

○鹿屋飛行場周辺及び鹿児島空港周辺の航空機騒音に係る環境基準の類型指定の一部改

正（※） （環境保全課取扱い）２

○悪臭防止法に基づく規制地域の指定及び規制基準の設定（※） （環境保全課取扱い）２

鹿児島県職員の通勤手当支給規則の一部を改正する規則をここに公布する。

令和３年３月30日

鹿児島県知事 塩田康一

鹿児島県規則第27号

鹿児島県職員の通勤手当支給規則の一部を改正する規則

鹿児島県職員の通勤手当支給規則（昭和33年鹿児島県規則第93号）の一部を次のように改正

する。

第16条の２第１項第３号中「であつて，これらの期間が２以上の月にわたることとなると

き。」を「（これらの期間の初日の属する月又はその翌月に復職し，又は職務に復帰することと

なる場合を除く。第16条の４第２項において「派遣等となつた場合」という。）」に改める。

第16条の４第２項を次のように改める。

２ 月の中途において派遣等となつた場合（次項に規定する場合に該当しているときを除く。）

には，支給単位期間は，その後復職し，又は職務に復帰した日の属する月の翌月（その日が

月の初日である場合にあつては，その日の属する月）から開始する。

附 則

１ この規則は，公布の日から施行し，改正後の鹿児島県職員の通勤手当支給規則の規定は，

令和２年４月１日から適用する。

２ 令和２年４月１日前に地方公務員法（昭和25年法律第261号）第28条第２項の規定により

休職にされ，同法第55条の２第１項ただし書に規定する許可を受け，外国の地方公共団体の

機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例（昭和63年鹿児島県条例第３号）第２条第１

項若しくは公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成14年鹿児島県条例第５号）第

２条第１項の規定により派遣され，地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第

110号）第２条の規定により育児休業をし，地方公務員法第26条の５第１項に規定する自己

啓発等休業をし，同法第26条の６第１項に規定する配偶者同行休業をし，又は同法第29条第

１項の規定により停職にされた職員の支給単位期間の開始については，なお従前の例による。
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鹿児島県告示第469号

平成24年３月30日鹿児島県告示第418号（騒音規制法に基づく地域の指定及び規制基準等の

設定）の一部を次のように改正し，令和３年４月１日から施行する。

令和３年３月30日

鹿児島県知事 塩田康一

１の中「さつま町，湧水町，」を削る。

鹿児島県告示第470号

平成24年３月30日鹿児島県告示第420号（振動規制法に基づく地域の指定及び規制基準等の

設定）の一部を次のように改正し，令和３年４月１日から施行する。

令和３年３月30日

鹿児島県知事 塩田康一

１の中「さつま町，湧水町，」を削る。

鹿児島県告示第471号

平成24年３月30日鹿児島県告示第421号（騒音に係る環境基準の類型指定）の一部を次のよ

うに改正し，令和３年４月１日から施行する。

令和３年３月30日

鹿児島県知事 塩田康一

表Ａの項中「さつま町，湧水町，」を削り，「，第３項及び第４項」を「から第４項まで及び

第８項」に，「第一種中高層住居専用地域及び第二種中高層住居専用地域」を「第二種低層住

居専用地域，第一種中高層住居専用地域，第二種中高層住居専用地域及び田園住居地域」に改

め，同表Ｃの項中「第９条第８項から第11項まで」を「第９条第９項から第12項まで」に改め

る。

鹿児島県告示第472号

平成25年３月29日鹿児島県告示第401号（鹿屋飛行場周辺及び鹿児島空港周辺の航空機騒音

に係る環境基準の類型指定）の一部を次のように改正し，令和３年３月30日から施行する。

令和３年３月30日

鹿児島県知事 塩田康一

表Ⅰの項中「及び第二種中高層住居専用地域」を「，第二種中高層住居専用地域及び田園住

居地域」に改める。

鹿児島県告示第473号

悪臭防止法（昭和46年法律第91号。以下「法」という。）第３条に規定する規制地域及び法第

４条第１項の規定による当該規制地域に係る規制基準を次のとおり定め，令和３年４月１日か

ら施行する。

なお，平成24年３月30日鹿児島県告示第419号（悪臭防止法に基づく規制地域の指定及び規

制基準の設定）は，令和３年３月31日限り廃止する。

令和３年３月30日

鹿児島県知事 塩田康一

１ 規制地域

 長島町，瀬戸内町及び龍郷町のそれぞれ全域

 屋久島町及び知名町のうち，それぞれ別紙図面に赤色及び緑色で表示する区域

 湧水町，錦江町，中種子町及び和泊町のうち，それぞれ別紙図面に赤色で表示する区域

 東串良町，肝付町，南種子町及び徳之島町のうち，それぞれ別紙図面に緑色で表示する

区域

告 示
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２ 規制基準

 法第４条第１項第１号の規制基準

別紙図面に赤色 別紙図面に緑色
特定悪臭物質の種類

で表示する区域 で表示する区域

ppm ppm

アンモニア 1 2

メチルメルカプタン 0.002 0.004

硫化水素 0.02 0.06

硫化メチル 0.01 0.05

二硫化メチル 0.009 0.03

トリメチルアミン 0.005 0.02

アセトアルデヒド 0.05 0.1

プロピオンアルデヒド 0.05 0.1

ノルマルブチルアルデヒド 0.009 0.03

イソブチルアルデヒド 0.02 0.07

ノルマルバレルアルデヒド 0.009 0.02

イソバレルアルデヒド 0.003 0.006

イソブタノール 0.9 4

酢酸エチル 3 7

メチルイソブチルケトン 1 3

トルエン 10 30

スチレン 0.4 0.8

キシレン 1 2

プロピオン酸 0.03 0.07

ノルマル酪酸 0.001 0.002

ノルマル吉草酸 0.0009 0.002

イソ吉草酸 0.001 0.004

 法第４条第１項第２号の規制基準

特定悪臭物質（メチルメルカプタン，硫化メチル，二硫化メチル，アセトアルデヒド，

スチレン，プロピオン酸，ノルマル酪酸，ノルマル吉草酸及びイソ吉草酸を除く。）の種類

ごとにに掲げる規制基準の値を基礎として悪臭防止法施行規則（昭和47年総理府令第39

号）第３条に定める方法により算出して得た流量

 法第４条第１項第３号の規制基準

別紙図面に赤色 別紙図面に緑色
特定悪臭物質の種類 排出水の量の区分

で表示する区域 で表示する区域

mg/l mg/l

メチルメルカプタン Ｑ≦0.001 0.03 0.06

0.001＜Ｑ≦0.1 0.007 0.01

0.1＜Ｑ 0.002 0.003

硫化水素 Ｑ≦0.001 0.1 0.3

0.001＜Ｑ≦0.1 0.02 0.07

0.1＜Ｑ 0.005 0.02

硫化メチル Ｑ≦0.001 0.3 2

0.001＜Ｑ≦0.1 0.07 0.3

0.1＜Ｑ 0.01 0.07

二硫化メチル Ｑ≦0.001 0.6 2

0.001＜Ｑ≦0.1 0.1 0.4

0.1＜Ｑ 0.03 0.09

注 Ｑは，工場その他の事業場から敷地外に排出される排出水の量（／ｓ）を表す。

（別紙図面は省略し，その図面を鹿児島県環境林務部環境保全課及び関係町役場に備え置い

て縦覧に供する。）
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